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 倒産件数は 709 件、2 カ月連続の前年同月比減少 

 負債総額は 1191 億 9100 万円、4 カ月ぶりの前年同月比減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年 6 月 8 日

（株）帝国データバンク 顧客サービス統括部

産業調査グループ 情報企画課

電話：03-5775-3073

集計期間：2015 年 5 月 1 日～5 月 31 日

集計対象：負債 1000 万円以上の法的整理

全国企業倒産集計 
 
2015 年 5 月報  

倒 産 件 数 負 債 総 額

 709件  1191億9100万円 

前年同月比 件数 　   ▲3.3％ 負債 　   ▲33.4％

（前年同月　　733件） （前年同月　　1790億8300万円）

前  月  比 件数 　   ▲2.9％ 負債 　   ▲37.9％

（前　　月　　　730件） （前　　月　　　1918億9100万円）

件数・負債総額の推移

0

600

650

700

750

800

850

900

950

1,000

1,050

4月
2011年

7月 10月 1月
2012年

4月 7月 10月 1月
2013年

4月 7月 10月 1月
2014年

4月 7月 10月 1月
2015年

4月

（件）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（億円）

件数（左軸）

負債総額（右軸）



全国企業倒産集計／2015 年 5 月報 

 

 2

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要ポイント 

□ 倒産件数は 709 件で、前年同月比 3.3％の減少となり、5 月としては 2000 年以降で 4 番目の

低水準となった 

□ 負債総額は 1191 億 9100 万円、前年同月比 33.4％の大幅減少で、5 月としては 2000 年以降

で最小を記録した 

□ 業種別に見ると、7 業種中 4 業種が前年同月を下回った。なかでも、運輸・通信業（26 件）

は前年同月比 35.0％の大幅減少を記録したほか、製造業（90 件、前年同月比 15.1％減）、

卸売業（114 件、同 11.6％減）の 2 業種も前年同月比 2 ケタの減少となった 

□ 主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 595 件（構成比 83.9％）となった 

□ 「円安関連倒産」は 37 件判明、17 カ月連続の前年同月比増加 

□ 負債額別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 395 件（前年同月比 7.6％増）で、構成比は

55.7％と、前年同月を 5.6 ポイント上回った。一方、負債 100 億円以上の倒産は 1 件にとど

まり、同 10 億円以上の倒産も 20 件と低水準となった 

□ 地域別に見ると、9 地域中 5 地域で前年同月を下回った。なかでも、北海道（15 件、前年同

月比 21.1％減）、北陸（20 件、同 20.0％減）、関東（248 件、同 17.6％減）の 3 地域は前

年同月比 2 ケタの減少となった 

□ 上場企業の倒産は発生しなかった 

□ 負債トップは、公益財団法人奈良県林業基金（奈良県、民事再生法）の 105 億 500 万円 

倒産件数と負債総額の推移

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 976 249,684 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100

2 884 391,982 976 628,980 858 166,250 765 116,543 627 165,283

3 1,041 291,075 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960 847 224,047

4 956 263,629 884 181,062 906 677,973 858 142,956 730 191,891

5 964 235,662 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083 709 119,191

6 1,025 192,826 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 965 202,885 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 969 797,581 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 847 192,934 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 906 132,917 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 971 190,538 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 865 322,020 824 199,925 726 175,795 647 179,246

合計 11,369 3,463,733 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 9,180 1,867,800 3,621 860,512

2011年
（平成23年）

2012年
（平成24年）

2014年
（平成26年）

2015年
（平成27年）

2013年
（平成25年）
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□ ポイント  5 月としては、件数が 2000 年以降で 4 番目、負債総額が最小を記録 

倒産件数は 709 件で、前年同月比 3.3％の減少となり、5 月としては 2000 年以降で 4 番目の低

水準となった。負債総額は 1191 億 9100 万円、前年同月比 33.4％の大幅減少で、5 月としては

2000 年以降で最小を記録した。 

□ 要因・背景 

件数…運輸・通信業（前年同月比 35.0％減）、製造業（同 15.1％減）、卸売業（同 11.6％減）

の 3 業種が大幅減少したほか、建設業（同 4.9％減）の減少も続いた 

負債総額…大型倒産の抑制状態が続き、負債 10 億円以上の倒産が 20 件にとどまる 

件数・負債総額 

前月比
(％)

前年同月比
(％)

前月比
（％）

前年同月比
（％）

2014年5月 733 ▲ 14.6 ▲ 22.8 179,083 25.3 16.0

6月 847 15.6 ▲ 6.5 211,642 18.2 ▲ 45.8
7月 844 ▲ 0.4 ▲ 11.3 115,238 ▲ 45.6 ▲ 35.8
8月 683 ▲ 19.1 ▲ 13.4 137,674 19.5 ▲ 15.8
9月 785 14.9 ▲ 3.9 127,879 ▲ 7.1 ▲ 32.5

10月 794 1.1 ▲ 13.5 133,860 4.7 ▲ 12.2
11月 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2 110,023 ▲ 17.8 ▲ 17.6
12月 647 ▲ 3.6 ▲ 10.9 179,246 62.9 2.0

2015年1月 708 9.4 ▲ 12.5 160,100 ▲ 10.7 ▲ 46.9
2月 627 ▲ 11.4 ▲ 18.0 165,283 3.2 41.8
3月 847 35.1 13.8 224,047 35.6 100.1

4月 730 ▲ 13.8 ▲ 14.9 191,891 ▲ 14.4 34.2

5月 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3 119,191 ▲ 37.9 ▲ 33.4

負債総額
（百万円）

件数

倒産件数の前年同月比推移
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負債額別件数
14年
5月

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
15年
1月

2月 3月 4月 5月

 10億円以上50億円未満 26 28 15 16 22 23 19 26 11 27 36 21 16

 50億円以上100億円未満 3 5 0 3 1 3 1 3 1 2 3 3 3

 100億円以上1000億円未満 1 2 1 1 0 0 0 1 1 2 4 1 1

 1000億円以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 合計 30 35 16 20 23 26 20 30 13 31 43 25 20
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業種別 業種別 

□ ポイント   7 業種中 4 業種で前年同月比減少 

業種別に見ると、7 業種中 4 業種が前年同月を下回った。なかでも、運輸・通信業（26 件）は

前年同月比 35.0％の大幅減少を記録したほか、製造業（90 件、前年同月比 15.1％減）、卸売

業（114 件、同 11.6％減）の 2 業種も前年同月比 2 ケタの減少となった。一方、不動産業（26

件、同 36.8％増）、小売業（165 件、同 10.0％増）など 3 業種は前年同月を上回った。 

□ 要因・背景 

運輸・通信業…軽油価格が低水準で推移したこともあり道路貨物運送を中心に減少が目立ち、

2 カ月連続で 30％以上の大幅減少を記録 

不動産業…不動産賃貸を中心に増加し、3 カ月連続の前年同月比増加 

業種別 

前年同月に対する件数増減と比率の推移
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全体の
前年同月比

業種別件数 （件） （％）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 建設業 144 181 184 138 153 164 141 136 117 118 156 122 137 12.3 ▲ 4.9

 製造業 106 104 102 75 118 113 80 82 113 84 115 110 90 ▲ 18.2 ▲ 15.1

 卸売業 129 119 132 105 124 111 96 93 103 102 139 120 114 ▲ 5.0 ▲ 11.6

 小売業 150 169 182 124 150 163 114 128 141 139 184 164 165 0.6 10.0

 運輸・通信業 40 43 27 36 29 40 31 26 36 25 43 27 26 ▲ 3.7 ▲ 35.0

 サービス業 129 181 165 157 154 143 164 136 162 124 163 148 134 ▲ 9.5 3.9

 不動産業 19 27 26 26 33 38 24 23 20 15 29 28 26 ▲ 7.1 36.8

 その他 16 23 26 22 24 22 21 23 16 20 18 11 17 54.5 6.3

 合計 733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

業種別構成比 （％） （ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 対前月 対前年同月

 建設業 19.6 21.4 21.8 20.2 19.5 20.7 21.0 21.0 16.5 18.8 18.4 16.7 19.3 2.6 ▲ 0.3

 製造業 14.5 12.3 12.1 11.0 15.0 14.2 11.9 12.7 16.0 13.4 13.6 15.1 12.7 ▲ 2.4 ▲ 1.8

 卸売業 17.6 14.0 15.6 15.4 15.8 14.0 14.3 14.4 14.5 16.3 16.4 16.4 16.1 ▲ 0.3 ▲ 1.5

 小売業 20.5 20.0 21.6 18.2 19.1 20.5 17.0 19.8 19.9 22.2 21.7 22.5 23.3 0.8 2.8

 運輸・通信業 5.5 5.1 3.2 5.3 3.7 5.0 4.6 4.0 5.1 4.0 5.1 3.7 3.7 0.0 ▲ 1.8

 サービス業 17.6 21.4 19.5 23.0 19.6 18.0 24.4 21.0 22.9 19.8 19.2 20.3 18.9 ▲ 1.4 1.3

 不動産業 2.6 3.2 3.1 3.8 4.2 4.8 3.6 3.6 2.8 2.4 3.4 3.8 3.7 ▲ 0.1 1.1

 その他 2.2 2.7 3.1 3.2 3.1 2.8 3.1 3.6 2.3 3.2 2.1 1.5 2.4 0.9 0.2

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － -
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主因別 

□ ポイント   「不況型倒産」の構成比 83.9％ 

主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 595 件（前年同月比 0.8％減）となった。構

成比は 83.9％（前月 84.5％、前年同月 81.9％）と、前月を 0.6 ポイント下回ったものの、前

年同月を 2.0 ポイント上回った。 

倒産主因のうち、販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、 

業界不振を「不況型倒産」として集計 

□ 要因・背景 

①「返済猶予後倒産」は 28 件（前年同月比 33.3％減）判明 

②「円安関連倒産」は 37 件判明、17 カ月連続の前年同月比増加 
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主因別件数 （件） （％）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 販売不振 581 685 677 530 634 629 518 503 571 521 666 603 581 ▲ 3.6 0.0

 輸出不振 2 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 ▲ 100.0 ▲ 100.0

 売掛金回収難 3 11 9 12 6 4 4 4 8 5 9 3 5 66.7 66.7

 不良債権の累積 4 5 1 4 4 5 2 2 3 2 2 4 3 ▲ 25.0 ▲ 25.0

 業界不振 10 9 16 10 17 11 7 12 11 5 4 6 6 0.0 ▲ 40.0

 不況型合計 600 710 703 557 661 649 532 522 593 533 681 617 595 ▲ 3.6 ▲ 0.8

14 8 15 7 13 9 11 3 9 7 10 12 11 ▲ 8.3 ▲ 21.4

9 3 2 10 4 9 6 5 3 4 8 3 6 100.0 ▲ 33.3

15 16 13 11 7 14 25 13 8 5 8 7 9 28.6 ▲ 40.0

95 110 111 98 100 113 97 104 95 78 140 91 88 ▲ 3.3 ▲ 7.4

733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

主因別構成比 （％） （ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 対前月 対前年同月

 販売不振 79.3 80.9 80.2 77.6 80.8 79.2 77.2 77.7 80.6 83.1 78.6 82.6 81.9 ▲ 0.7 2.6

 輸出不振 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.3

 売掛金回収難 0.4 1.3 1.1 1.8 0.8 0.5 0.6 0.6 1.1 0.8 1.1 0.4 0.7 0.3 0.3

 不良債権の累積 0.5 0.6 0.1 0.6 0.5 0.6 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2 0.5 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1

 業界不振 1.4 1.1 1.9 1.5 2.2 1.4 1.0 1.9 1.6 0.8 0.5 0.8 0.8 0.0 ▲ 0.6

 不況型合計 81.9 83.8 83.3 81.6 84.2 81.7 79.3 80.7 83.8 85.0 80.4 84.5 83.9 ▲ 0.6 2.0

1.9 0.9 1.8 1.0 1.7 1.1 1.6 0.5 1.3 1.1 1.2 1.6 1.6 0.0 ▲ 0.3

1.2 0.4 0.2 1.5 0.5 1.1 0.9 0.8 0.4 0.6 0.9 0.4 0.8 0.4 ▲ 0.4

2.0 1.9 1.5 1.6 0.9 1.8 3.7 2.0 1.1 0.8 0.9 1.0 1.3 0.3 ▲ 0.7

13.0 13.0 13.2 14.3 12.7 14.2 14.5 16.1 13.4 12.4 16.5 12.5 12.4 ▲ 0.1 ▲ 0.6

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

     放漫経営

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗

     その他

 合計

     放漫経営

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗

     その他

 合計
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□ ポイント    負債 5000 万円未満の構成比 55.7％ 

負債額別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 395 件（前年同月比 7.6％増）で、構成比は

55.7％と、前年同月を 5.6 ポイント上回った。一方、負債 100 億円以上の倒産は 1 件にとどま

り、同 10 億円以上の倒産も 20 件と低水準となった。資本金別では、個人経営と資本金 1000

万円未満の合計が 410 件、構成比は 57.8％を占めた。 

□ 要因・背景  

① 負債 5000 万円未満の倒産は、業種別では小売業（121 件、前年同月比 17.5％増）が最多 

② 大企業・中堅企業の業績回復や資金繰り改善を受け、大型倒産は低水準で推移 

規模別 

中小企業の定義 小規模企業の定義

業種

製造業・その他 または 3億円以下

卸売業 または 1億円以下

小売業 または 5000万円以下

サービス業 または 5000万円以下

従業員 資本金 業種 従業員

300人以下 製造業・その他 20人以下

100人以下

100人以下 商業・サービス業 5人以下

50人以下

(件） （％、ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

件数 639 771 761 599 693 705 589 569 621 533 729 648 623 ▲ 3.9 ▲ 2.5

構成比（％） 87.2 91.0 90.2 87.7 88.3 88.8 87.8 87.9 87.7 85.0 86.1 88.8 87.9 ▲ 0.9 0.7

件数 732 846 843 682 785 794 669 646 707 626 845 730 708 ▲ 3.0 ▲ 3.3

構成比（％） 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 99.7 99.8 99.9 99.8 99.8 100.0 99.9 ▲ 0.1 0.0

733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3全倒産件数

中小企業・小規模企業

小規模企業

中小企業

負債額別件数 （件） （％）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 367 476 475 367 453 433 376 366 415 340 443 409 395 ▲ 3.4 7.6

 5000万円以上1億円未満 113 137 137 116 106 135 113 86 123 97 158 121 134 10.7 18.6

 1億円以上5億円未満 191 177 193 155 164 176 138 146 136 130 173 152 133 ▲ 12.5 ▲ 30.4

 5億円以上10億円未満 32 22 23 25 39 24 24 19 21 29 30 23 27 17.4 ▲ 15.6

 10億円以上50億円未満 26 28 15 16 22 23 19 26 11 27 36 21 16 ▲ 23.8 ▲ 38.5

 50億円以上100億円未満 3 5 0 3 1 3 1 3 1 2 3 3 3 0.0 0.0

 100億円以上 1 2 1 1 0 0 0 1 1 2 4 1 1 0.0 0.0

 合計 733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

負債額別構成比 （％） （ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 50.1 56.2 56.3 53.7 57.7 54.5 56.0 56.6 58.6 54.2 52.3 56.0 55.7 ▲ 0.3 5.6

 5000万円以上1億円未満 15.4 16.2 16.2 17.0 13.5 17.0 16.8 13.3 17.4 15.5 18.7 16.6 18.9 2.3 3.5

 1億円以上5億円未満 26.1 20.9 22.9 22.7 20.9 22.2 20.6 22.6 19.2 20.7 20.4 20.8 18.8 ▲ 2.0 ▲ 7.3

 5億円以上10億円未満 4.4 2.6 2.7 3.7 5.0 3.0 3.6 2.9 3.0 4.6 3.5 3.2 3.8 0.6 ▲ 0.6

 10億円以上50億円未満 3.5 3.3 1.8 2.3 2.8 2.9 2.8 4.0 1.6 4.3 4.3 2.9 2.3 ▲ 0.6 ▲ 1.2

 50億円以上100億円未満 0.4 0.6 0.0 0.4 0.1 0.4 0.1 0.5 0.1 0.3 0.4 0.4 0.4 0.0 0.0

 100億円以上 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.3 0.5 0.1 0.1 0.0 0.0

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

資本金別件数 （件） （％）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 個人経営 73 133 116 92 133 117 98 102 106 104 134 110 105 ▲ 4.5 43.8

 100万円未満 28 30 30 17 24 24 24 16 26 24 23 24 20 ▲ 16.7 ▲ 28.6

 100万円以上1000万円未満 296 330 358 290 296 309 258 260 291 242 334 297 285 ▲ 4.0 ▲ 3.7

 1000万円以上5000万円未満 290 309 307 254 293 311 258 241 260 228 307 273 267 ▲ 2.2 ▲ 7.9

 5000万円以上1億円未満 28 31 26 23 27 26 16 17 20 21 37 20 30 50.0 7.1

 1億円以上 18 14 7 7 12 7 17 11 5 8 12 6 2 ▲ 66.7 ▲ 88.9

 合計 733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

資本金別構成比 （％） （ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 個人経営 10.0 15.7 13.7 13.5 16.9 14.7 14.6 15.8 15.0 16.6 15.8 15.1 14.8 ▲ 0.3 4.8

 100万円未満 3.8 3.5 3.6 2.5 3.1 3.0 3.6 2.5 3.7 3.8 2.7 3.3 2.8 ▲ 0.5 ▲ 1.0

 100万円以上1000万円未満 40.4 39.0 42.4 42.5 37.7 38.9 38.5 40.2 41.1 38.6 39.4 40.7 40.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2

 1000万円以上5000万円未満 39.6 36.5 36.4 37.2 37.3 39.2 38.5 37.2 36.7 36.4 36.2 37.4 37.7 0.3 ▲ 1.9

 5000万円以上1億円未満 3.8 3.7 3.1 3.4 3.4 3.3 2.4 2.6 2.8 3.3 4.4 2.7 4.2 1.5 0.4

 1億円以上 2.5 1.7 0.8 1.0 1.5 0.9 2.5 1.7 0.7 1.3 1.4 0.8 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.2

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ ポイント   9 地域中 5 地域で前年同月比減少 

地域別に見ると、9 地域中 5 地域で前年同月を下回った。なかでも、北海道（15 件、前年同月

比 21.1％減）、北陸（20 件、同 20.0％減）、関東（248 件、同 17.6％減）の 3 地域は前年同

月比 2 ケタの減少となった。一方、近畿（175 件、同 17.4％増）、中部（116 件、同 11.5％増）

など 4 地域は前年同月を上回った。 

□ 要因・背景 

① 関東は、東京都の製造業（前年同月比 70.8％減）と小売業（同 45.7％減）で減少が目立つ

② 近畿は、サービス業（前年同月比 41.7％増）と小売業（同 36.4％増）を中心に増加 

地域別 

（件） （％） （件） （％）

北海道 北海道 19 23 15 ▲ 34.8 ▲ 21.1 滋賀県 9 7 9 28.6 0.0

青森県 4 4 4 0.0 0.0 京都府 20 17 24 41.2 20.0

岩手県 3 6 3 ▲ 50.0 0.0 大阪府 82 99 91 ▲ 8.1 11.0

宮城県 10 3 9 200.0 ▲ 10.0 兵庫県 30 39 32 ▲ 17.9 6.7

秋田県 4 4 9 125.0 125.0 奈良県 5 9 12 33.3 140.0

山形県 8 6 5 ▲ 16.7 ▲ 37.5 和歌山県 3 7 7 0.0 133.3

福島県 2 3 4 33.3 100.0 鳥取県 0 3 2 ▲ 33.3 -

茨城県 11 11 7 ▲ 36.4 ▲ 36.4 島根県 4 5 10 100.0 150.0

栃木県 9 7 5 ▲ 28.6 ▲ 44.4 岡山県 9 4 6 50.0 ▲ 33.3

群馬県 9 7 8 14.3 ▲ 11.1 広島県 12 11 10 ▲ 9.1 ▲ 16.7

埼玉県 31 29 35 20.7 12.9 山口県 6 7 4 ▲ 42.9 ▲ 33.3

千葉県 34 17 25 47.1 ▲ 26.5 徳島県 3 2 5 150.0 66.7

東京都 169 151 121 ▲ 19.9 ▲ 28.4 香川県 2 1 3 200.0 50.0

神奈川県 38 48 47 ▲ 2.1 23.7 愛媛県 6 4 3 ▲ 25.0 ▲ 50.0

新潟県 3 7 5 ▲ 28.6 66.7 高知県 3 2 2 0.0 ▲ 33.3

富山県 5 6 6 0.0 20.0 福岡県 33 34 26 ▲ 23.5 ▲ 21.2

石川県 8 10 5 ▲ 50.0 ▲ 37.5 佐賀県 4 1 3 200.0 ▲ 25.0

福井県 9 9 4 ▲ 55.6 ▲ 55.6 長崎県 7 2 6 200.0 ▲ 14.3

山梨県 6 6 3 ▲ 50.0 ▲ 50.0 熊本県 4 4 5 25.0 25.0

長野県 6 9 9 0.0 50.0 大分県 4 6 2 ▲ 66.7 ▲ 50.0

岐阜県 16 10 15 50.0 ▲ 6.3 宮崎県 1 5 4 ▲ 20.0 300.0

静岡県 21 26 25 ▲ 3.8 19.0 鹿児島県 1 5 6 20.0 500.0

愛知県 46 46 49 6.5 6.5 沖縄県 5 2 4 100.0 ▲ 20.0

三重県 9 6 15 150.0 66.7 733 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

都道府県別件数
2015年5月
- 当月 -

前月比 前年同月比
2014年5月

- 前年同月 -
2015年4月
- 前月 -

都道府県
2014年5月

- 前年同月 -
2015年4月
- 前月 -

2015年5月
- 当月 -

前月比 前年同月比

東北

関東

北陸

中部

都道府県

合計

四国

九州

地域 地域

近畿

中国

地域別件数 （件） （％）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 前月比 前年同月比

 北海道 19 21 22 26 19 22 18 22 21 22 30 23 15 ▲ 34.8 ▲ 21.1

 東北 31 36 23 29 33 26 38 19 27 25 42 26 34 30.8 9.7

 関東 301 309 362 267 269 277 230 241 272 213 299 270 248 ▲ 8.1 ▲ 17.6

 北陸 25 24 28 24 25 17 23 11 20 25 21 32 20 ▲ 37.5 ▲ 20.0

 中部 104 105 89 89 121 122 100 86 88 76 121 103 116 12.6 11.5

 近畿 149 224 224 151 214 190 177 178 163 158 212 178 175 ▲ 1.7 17.4

 中国 31 35 38 28 37 46 31 24 37 36 35 30 32 6.7 3.2

 四国 14 21 18 7 18 19 11 11 15 18 25 9 13 44.4 ▲ 7.1

 九州 59 72 40 62 49 75 43 55 65 54 62 59 56 ▲ 5.1 ▲ 5.1

 合計 733 847 844 683 785 794 671 647 708 627 847 730 709 ▲ 2.9 ▲ 3.3

地域別構成比 （％） （ポイント）

14年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 2月 3月 4月 5月 対前月 対前年同月

 北海道 2.6 2.5 2.6 3.8 2.4 2.8 2.7 3.4 3.0 3.5 3.5 3.2 2.1 ▲ 1.1 ▲ 0.5

 東北 4.2 4.3 2.7 4.2 4.2 3.3 5.7 2.9 3.8 4.0 5.0 3.6 4.8 1.2 0.6

 関東 41.1 36.5 42.9 39.1 34.3 34.9 34.3 37.2 38.4 34.0 35.3 37.0 35.0 ▲ 2.0 ▲ 6.1

 北陸 3.4 2.8 3.3 3.5 3.2 2.1 3.4 1.7 2.8 4.0 2.5 4.4 2.8 ▲ 1.6 ▲ 0.6

 中部 14.2 12.4 10.5 13.0 15.4 15.4 14.9 13.3 12.4 12.1 14.3 14.1 16.4 2.3 2.2

 近畿 20.3 26.4 26.5 22.1 27.3 23.9 26.4 27.5 23.0 25.2 25.0 24.4 24.7 0.3 4.4

 中国 4.2 4.1 4.5 4.1 4.7 5.8 4.6 3.7 5.2 5.7 4.1 4.1 4.5 0.4 0.3

 四国 1.9 2.5 2.1 1.0 2.3 2.4 1.6 1.7 2.1 2.9 3.0 1.2 1.8 0.6 ▲ 0.1

 九州 8.0 8.5 4.7 9.1 6.2 9.4 6.4 8.5 9.2 8.6 7.3 8.1 7.9 ▲ 0.2 ▲ 0.1

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ 上場企業の倒産は発生しなかった。 

□ 2015 年の上場企業倒産は、スカイマーク㈱（1 月、負債 710 億 8800 万円）、江守グループ

ホールディングス㈱（4 月、同 711 億円）の 2 件にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上場企業倒産

上場企業倒産の件数推移（年別）
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注：2004年以前は任意整理を含む

2015年 上場企業の倒産

1 987544705 　スカイマーク㈱ 定期航空運送 71,088 民事再生法 東京都 1月 東証1部

2 390010625 　江守グループホールディングス㈱
持ち株会社
（金属化学品・合成樹脂卸）

71,100 民事再生法 福井県 4月 東証1部

*スカイマーク㈱の負債は申請時のものであり、確定額は大きく変動する見込み

2014年 上場企業の倒産

　※発生せず

 
TDB

企業コード
商号 業種 備考

負債
（百万円）

態様 所在地 倒産月

備考
負債

（百万円）
態様 所在地 倒産月 

TDB
企業コード

商号 業種
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□ 負債トップは、公益財団法人奈良県林業基金（奈良県、民事再生法）の 105 億 500 万円。以

下、東銀興産㈱（茨城県、破産）の 60 億円、㈱オプト（山梨県、破産）の 59 億 4900 万円、

㈱日建（旧：㈱チボリ、兵庫県、特別清算）の 59 億円がこれに続く。 

 

 

 

 

 

  

 

 

主な倒産企業 

TDB
企業コード

負債
（百万円）

資本金
（千円）

態様 所在地

1 519001481 公益財団法人奈良県林業基金 分収造林事業 10,505 0 民事再生法 奈良県

2 200634311 東銀興産㈱ ゴルフ場経営 6,000 70,000 破産 茨城県

3 280165112 ㈱オプト 多結晶シリコンウエハ加工 5,949 90,000 破産 山梨県

4 580307861 ㈱日建（旧：㈱チボリ） 元・レジャー施設運営 5,900 24,000 特別清算 兵庫県

5 280308091 ㈱笛吹 再生クーラント製造 4,100 94,701 破産 山梨県

6 201673510 ㈱長﨑製作所 機械装置設計製作 3,900 20,000 破産 神奈川県

7 050008455 大浦漁業㈱ 底びき網漁業 2,300 30,000 破産 北海道

8 167012250 グラス・ワンホールディングス㈱
持ち株会社
（電源装置等開発・製造）

2,000 1,000 破産 東京都

9 870213311 八代グリーン開発㈱ ゴルフ場経営 1,779 49,900 民事再生法 熊本県

10 390051477 小林産業㈱ カーテンレース製造 1,569 80,000 民事再生法 福井県

11 982365247 宮沢工業㈱ 金属製品板金加工 1,538 30,000 民事再生法 東京都

12 520023374 宇治田㈱ 食品スーパー経営 1,520 50,000 民事再生法 和歌山県

13 581176781 シー・エス・ピー㈱ アパレル小売 1,500 99,000 破産 兵庫県

14 690066825 ㈱森﨑窯業 屋根瓦製造 1,500 28,000 特別清算 島根県

15 470019617 ㈲コトブキ パチンコホール経営 1,158 3,000 破産 三重県

16 160042776 共立商事㈱ 配管資材卸 1,149 92,500 特別清算 山形県

17 988831065 ㈱イメージエポック ゲームソフト開発 1,100 104,214 破産 東京都

18 690020906 ㈱たけはら スーパーマーケット経営 1,077 32,000 破産 島根県

19 985202101 パストデス㈱ 機械工具卸 1,000 27,000 特別清算 東京都

20 261033059 エヌ・アイ・テック㈱ ガラス素材精密研磨加工 1,000 30,000 破産 千葉県

21 720018647 ㈱正見（旧：五藤建設㈱） 元・土木建築工事 950 50,000 特別清算 徳島県

22 987538842 ㈱ブルーワークスカンパニー ジーンズ製造 948 10,000 破産 広島県

23 270148341 ㈱スズキ螺子製作所 ねじ製造 943 32,000 破産 埼玉県

24 400156737 大和窯業㈱ タイル製造 942 25,500 破産 愛知県

25 200801885 大東鋼業㈱ 鋼板裁断加工・卸 910 10,000 民事再生法 神奈川県

26 810314394 アジア技研㈱ 金属加工機械製造 904 55,566 民事再生法 福岡県

27 130046335 葛巻林業㈱ 木材チップ・ペレット製造 900 20,000 破産 岩手県

28 460036516 川村化学㈱ 無機顔料製造 900 20,000 破産 三重県

29 100325214
青葉商事㈱
（旧：㈱気仙沼中央自動車学校）

元・自動車教習所経営 890 10,000 特別清算 宮城県

30 985456041 港南清算準備㈱（旧：㈱どき）
元・土木工事、
建設発生土処理

832 80,000 特別清算 東京都

商号 業種
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大型倒産 

1 390010625 江守グループホールディングス㈱
持ち株会社
（金属化学品・合成樹脂卸）

71,100 民事再生法 福井県 4月

2 987544705 スカイマーク㈱ 定期航空運送 *71,088_ 民事再生法 東京都 1月

3 400805861 蒲郡海洋開発㈱ 元・「ラグーナ蒲郡」運営 31,391 特別清算 愛知県 2月

4 983419852 ㈱鷹彦 ゴルフ場経営 18,300 破産 茨城県 3月

5 581263751 ㈱朝日ダイヤゴルフ ゴルフ場経営 16,800 民事再生法 和歌山県 3月

6 983600341 インテグレート・メディカル・システム㈱ 不動産賃貸 13,700 特別清算 大阪府 3月

7 519001481 公益財団法人奈良県林業基金 分収造林事業 10,505 民事再生法 奈良県 5月

8 400127898 マルホン工業㈱ 遊技機製造 10,394 民事再生法 愛知県 3月

9 980734673 ㈱志正堂 事務用品・ＯＡ機器販売 10,000 特別清算 東京都 2月

10 985465747 東海開発㈱ ゴルフ場経営 8,724 民事再生法 東京都 2月

11 600022499 エスケイ㈱ 元・土木建築工事 7,500 破産 広島県 2月

12 960312748
エフエルワイ㈱
（旧：中小企業レジャー機構㈱）

持ち株会社
（アミューズメント施設運営）

6,960 特別清算 東京都 4月

13 987850155 ㈱ディーケイシー 家電通販サイト運営 6,540 破産 東京都 4月

14 200634311 東銀興産㈱ ゴルフ場経営 6,000 破産 茨城県 5月

15 280165112 ㈱オプト 多結晶シリコンウエハ加工 5,949 破産 山梨県 5月

16 982675221 甲府カシオ㈱ 元・情報機器製造 5,941 特別清算 東京都 3月

17 580307861 ㈱日建（旧：㈱チボリ） 元・レジャー施設運営 5,900 特別清算 兵庫県 5月

18 260198340 ㈱千葉国際カントリークラブ ゴルフ場経営 5,691 民事再生法 千葉県 1月

19 982926297 ㈱スカイウェイカントリー倶楽部 ゴルフ場経営 5,179 民事再生法 千葉県 3月

20 400026966 奥村遊機㈱ 遊技機製造 5,060 破産 愛知県 4月

21 260027173 ㈱サカタ 土木建築工事 5,000 破産 千葉県 3月

22 200989629 ㈱エス・エフ・シー ソフトウエア開発 4,700 民事再生法 神奈川県 4月

23 010102631 ㈱カネトモ ビジネスホテル経営 4,600 民事再生法 北海道 3月

24 400133563 ㈱レイネツ（旧：丸茂工業㈱） 元・鍛造部品製造 4,404 特別清算 愛知県 1月

25 200301995 ㈱ユタカ電機製作所 ＳＷ電源等製造 4,268 民事再生法 東京都 2月

26 280308091 ㈱笛吹 再生クーラント製造 4,100 破産 山梨県 5月

27 985000179 ㈱アートヴィレッヂ カジュアルウエア製造販売 4,075 民事再生法 東京都 4月

28 982736981 ㈱トライデント スポーツシューズ卸 4,000 破産 東京都 4月

29 201673510 ㈱長﨑製作所 機械装置設計製作 3,900 破産 神奈川県 5月

30 450019119 丸平建設㈱ 建築工事 3,408 破産 岐阜県 3月

*スカイマーク㈱の負債は申請時のものであり、確定額は大きく変動する見込み

2015年 大型倒産（上位30社）

倒産月
TDB

企業コード
負債

（百万円）
態様 所在地商号 業種
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 業種細分類 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

職別工事業 45 ( 6.1 ) 3,085 48 ( 6.6 ) 4,560 55 ( 7.8 ) 14.6 22.2 2,345

総合工事業 69 ( 9.4 ) 22,332 52 ( 7.1 ) 5,753 56 ( 7.9 ) 7.7 ▲ 18.8 5,199

設備工事業 30 ( 4.1 ) 2,805 22 ( 3.0 ) 1,720 26 ( 3.7 ) 18.2 ▲ 13.3 1,345

建設業計 144 ( 19.6 ) 28,222 122 ( 16.7 ) 12,033 137 ( 19.3 ) 12.3 ▲ 4.9 8,889

食料品・飼料・飲料製造業 15 ( 2.0 ) 10,515 25 ( 3.4 ) 5,091 11 ( 1.6 ) ▲ 56.0 ▲ 26.7 2,414

繊維工業、繊維製品製造業 10 ( 1.4 ) 993 5 ( 0.7 ) 169 10 ( 1.4 ) 100.0 0.0 3,910

木材・木製品製造業 1 ( 0.1 ) 10 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 100.0 1,200

家具・装備品製造業 4 ( 0.5 ) 901 4 ( 0.5 ) 595 1 ( 0.1 ) ▲ 75.0 ▲ 75.0 262

パルプ・紙・紙加工品製造業 3 ( 0.4 ) 301 1 ( 0.1 ) 110 2 ( 0.3 ) 100.0 ▲ 33.3 161

出版・印刷・同関連産業 12 ( 1.6 ) 1,352 16 ( 2.2 ) 2,461 8 ( 1.1 ) ▲ 50.0 ▲ 33.3 256

化学工業、石油製品・石炭製品製造業 2 ( 0.3 ) 25,604 1 ( 0.1 ) 130 2 ( 0.3 ) 100.0 0.0 5,000

ゴム製品製造業 3 ( 0.4 ) 665 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

皮革・同製品・毛皮製造業 2 ( 0.3 ) 270 1 ( 0.1 ) 1,708 1 ( 0.1 ) 0.0 ▲ 50.0 380

窯業・土石製品製造業 5 ( 0.7 ) 1,766 7 ( 1.0 ) 6,785 5 ( 0.7 ) ▲ 28.6 0.0 3,942

鉄鋼業、非鉄金属・金属製品製造業 12 ( 1.6 ) 1,600 11 ( 1.5 ) 821 15 ( 2.1 ) 36.4 25.0 9,210

一般機械器具製造業 12 ( 1.6 ) 3,080 11 ( 1.5 ) 6,525 13 ( 1.8 ) 18.2 8.3 2,635

電気機械器具製造業 10 ( 1.4 ) 5,176 9 ( 1.2 ) 1,500 7 ( 1.0 ) ▲ 22.2 ▲ 30.0 4,581

輸送用機械器具製造業 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 70 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 52

その他の製造業 15 ( 2.0 ) 1,678 17 ( 2.3 ) 4,320 12 ( 1.7 ) ▲ 29.4 ▲ 20.0 1,298

製造業計 106 ( 14.5 ) 53,911 110 ( 15.1 ) 30,285 90 ( 12.7 ) ▲ 18.2 ▲ 15.1 35,301

各種商品卸売業 1 ( 0.1 ) 300 2 ( 0.3 ) 310 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 0.0 53

繊維・衣服・繊維製品卸売業 25 ( 3.4 ) 2,647 18 ( 2.5 ) 7,337 20 ( 2.8 ) 11.1 ▲ 20.0 1,395

飲食料品卸売業 30 ( 4.1 ) 6,523 14 ( 1.9 ) 1,367 20 ( 2.8 ) 42.9 ▲ 33.3 2,533

機械器具卸売業 28 ( 3.8 ) 6,500 24 ( 3.3 ) 2,265 17 ( 2.4 ) ▲ 29.2 ▲ 39.3 4,072

自動車・同付属品卸売業 4 ( 0.5 ) 164 6 ( 0.8 ) 365 6 ( 0.8 ) 0.0 50.0 316

木材・建築材料卸売業 3 ( 0.4 ) 291 8 ( 1.1 ) 1,272 11 ( 1.6 ) 37.5 266.7 1,498

家具・建具・じゅう器卸売業 7 ( 1.0 ) 1,016 9 ( 1.2 ) 1,313 6 ( 0.8 ) ▲ 33.3 ▲ 14.3 698

貴金属製品卸売業 2 ( 0.3 ) 367 1 ( 0.1 ) 336 1 ( 0.1 ) 0.0 ▲ 50.0 20

その他の卸売業 29 ( 4.0 ) 13,031 38 ( 5.2 ) 3,260 32 ( 4.5 ) ▲ 15.8 10.3 5,008

卸売業計 129 ( 17.6 ) 30,839 120 ( 16.4 ) 17,825 114 ( 16.1 ) ▲ 5.0 ▲ 11.6 15,593

各種商品小売業 7 ( 1.0 ) 1,282 7 ( 1.0 ) 159 7 ( 1.0 ) 0.0 0.0 1,403

織物・衣服・身の回り品小売業 17 ( 2.3 ) 1,360 28 ( 3.8 ) 7,136 22 ( 3.1 ) ▲ 21.4 29.4 3,043

飲食料品小売業 24 ( 3.3 ) 1,408 41 ( 5.6 ) 7,484 30 ( 4.2 ) ▲ 26.8 25.0 2,341

飲食店 52 ( 7.1 ) 1,582 40 ( 5.5 ) 3,289 58 ( 8.2 ) 45.0 11.5 1,479

自動車・自転車小売業 8 ( 1.1 ) 572 10 ( 1.4 ) 786 8 ( 1.1 ) ▲ 20.0 0.0 372

家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 6 ( 0.8 ) 1,646 14 ( 1.9 ) 7,525 8 ( 1.1 ) ▲ 42.9 33.3 750

その他の小売業 36 ( 4.9 ) 2,649 24 ( 3.3 ) 2,100 32 ( 4.5 ) 33.3 ▲ 11.1 1,796

小売業計 150 ( 20.5 ) 10,499 164 ( 22.5 ) 28,479 165 ( 23.3 ) 0.6 10.0 11,184

運輸業 40 ( 5.5 ) 3,803 26 ( 3.6 ) 1,510 25 ( 3.5 ) ▲ 3.8 ▲ 37.5 3,172

郵便業、電気通信業 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.1 ) 150 1 ( 0.1 ) 0.0 20

運輸・通信業計 40 ( 5.5 ) 3,803 27 ( 3.7 ) 1,660 26 ( 3.7 ) ▲ 3.7 ▲ 35.0 3,192

旅館、その他宿泊所 10 ( 1.4 ) 6,825 11 ( 1.5 ) 6,104 5 ( 0.7 ) ▲ 54.5 ▲ 50.0 333

娯楽業 8 ( 1.1 ) 3,759 9 ( 1.2 ) 912 9 ( 1.3 ) 0.0 12.5 15,117

自動車整備業・駐車場業、修理業 7 ( 1.0 ) 290 5 ( 0.7 ) 190 5 ( 0.7 ) 0.0 ▲ 28.6 133

広告・調査・情報サービス業 47 ( 6.4 ) 7,553 43 ( 5.9 ) 7,825 57 ( 8.0 ) 32.6 21.3 4,614

専門サービス業 22 ( 3.0 ) 1,432 30 ( 4.1 ) 8,070 20 ( 2.8 ) ▲ 33.3 ▲ 9.1 632

医療業 5 ( 0.7 ) 1,313 5 ( 0.7 ) 50 6 ( 0.8 ) 20.0 20.0 1,739

教育 1 ( 0.1 ) 3,000 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.1 ) 0.0 890

その他サービス業 29 ( 4.0 ) 5,107 45 ( 6.2 ) 1,848 31 ( 4.4 ) ▲ 31.1 6.9 12,188

サービス業計 129 ( 17.6 ) 29,279 148 ( 20.3 ) 24,999 134 ( 18.9 ) ▲ 9.5 3.9 35,646

不動産業 19 ( 2.6 ) 3,784 28 ( 3.8 ) 4,804 26 ( 3.7 ) ▲ 7.1 36.8 3,893

農業・林業・漁業 9 ( 1.2 ) 2,417 4 ( 0.5 ) 212 7 ( 1.0 ) 75.0 ▲ 22.2 3,313

鉱業 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.1 ) 91 1 ( 0.1 ) 0.0 60

金融・保険業 6 ( 0.8 ) 16,319 2 ( 0.3 ) 71,463 3 ( 0.4 ) 50.0 ▲ 50.0 2,060

その他 1 ( 0.1 ) 10 4 ( 0.5 ) 40 6 ( 0.8 ) 50.0 500.0 60

その他計 16 ( 2.2 ) 18,746 11 ( 1.5 ) 71,806 17 ( 2.4 ) 54.5 6.3 5,493

合計 733 ( 100.0 ) 179,083 730 ( 100.0 ) 191,891 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3 119,191

業種 負債総額
（百万円）

負債総額
（百万円）

2014年5月
-前年同月-

2015年4月
-前月-

負債総額
（百万円）

件数比較2015年5月
-当月-
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倒産分類別比較 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

144 ( 19.6 ) 122 ( 16.7 ) 137 ( 19.3 ) 12.3 ▲ 4.9

106 ( 14.5 ) 110 ( 15.1 ) 90 ( 12.7 ) ▲ 18.2 ▲ 15.1

129 ( 17.6 ) 120 ( 16.4 ) 114 ( 16.1 ) ▲ 5.0 ▲ 11.6

150 ( 20.5 ) 164 ( 22.5 ) 165 ( 23.3 ) 0.6 10.0

40 ( 5.5 ) 27 ( 3.7 ) 26 ( 3.7 ) ▲ 3.7 ▲ 35.0

129 ( 17.6 ) 148 ( 20.3 ) 134 ( 18.9 ) ▲ 9.5 3.9

19 ( 2.6 ) 28 ( 3.8 ) 26 ( 3.7 ) ▲ 7.1 36.8

16 ( 2.2 ) 11 ( 1.5 ) 17 ( 2.4 ) 54.5 6.3

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

581 ( 79.3 ) 603 ( 82.6 ) 581 ( 81.9 ) ▲ 3.6 0.0

2 ( 0.3 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0

3 ( 0.4 ) 3 ( 0.4 ) 5 ( 0.7 ) 66.7 66.7

4 ( 0.5 ) 4 ( 0.5 ) 3 ( 0.4 ) ▲ 25.0 ▲ 25.0

10 ( 1.4 ) 6 ( 0.8 ) 6 ( 0.8 ) 0.0 ▲ 40.0

4 ( 0.5 ) 5 ( 0.7 ) 12 ( 1.7 ) 140.0 200.0

14 ( 1.9 ) 12 ( 1.6 ) 11 ( 1.6 ) ▲ 8.3 ▲ 21.4

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 0.0

9 ( 1.2 ) 3 ( 0.4 ) 6 ( 0.8 ) 100.0 ▲ 33.3

1 ( 0.1 ) 4 ( 0.5 ) 4 ( 0.6 ) 0.0 300.0

15 ( 2.0 ) 7 ( 1.0 ) 9 ( 1.3 ) 28.6 ▲ 40.0

16 ( 2.2 ) 12 ( 1.6 ) 14 ( 2.0 ) 16.7 ▲ 12.5

3 ( 0.4 ) ▲ 100.0

2 ( 0.3 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0

2 ( 0.3 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0

4 ( 0.5 ) 3 ( 0.4 ) 8 ( 1.1 ) 166.7 100.0

63 ( 8.6 ) 64 ( 8.8 ) 49 ( 6.9 ) ▲ 23.4 ▲ 22.2

600 ( 81.9 ) 617 ( 84.5 ) 595 ( 83.9 ) ▲ 3.6 ▲ 0.8

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

注：不況型倒産…倒産主因のうち販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、業界不振をさす

367 ( 50.1 ) 409 ( 56.0 ) 395 ( 55.7 ) ▲ 3.4 7.6

113 ( 15.4 ) 121 ( 16.6 ) 134 ( 18.9 ) 10.7 18.6

191 ( 26.1 ) 152 ( 20.8 ) 133 ( 18.8 ) ▲ 12.5 ▲ 30.4

32 ( 4.4 ) 23 ( 3.2 ) 27 ( 3.8 ) 17.4 ▲ 15.6

26 ( 3.5 ) 21 ( 2.9 ) 16 ( 2.3 ) ▲ 23.8 ▲ 38.5

3 ( 0.4 ) 3 ( 0.4 ) 3 ( 0.4 ) 0.0 0.0

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 0.0 0.0

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

73 ( 10.0 ) 110 ( 15.1 ) 105 ( 14.8 ) ▲ 4.5 43.8

28 ( 3.8 ) 24 ( 3.3 ) 20 ( 2.8 ) ▲ 16.7 ▲ 28.6

296 ( 40.4 ) 297 ( 40.7 ) 285 ( 40.2 ) ▲ 4.0 ▲ 3.7

290 ( 39.6 ) 273 ( 37.4 ) 267 ( 37.7 ) ▲ 2.2 ▲ 7.9

28 ( 3.8 ) 20 ( 2.7 ) 30 ( 4.2 ) 50.0 7.1

18 ( 2.5 ) 6 ( 0.8 ) 2 ( 0.3 ) ▲ 66.7 ▲ 88.9

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

626 ( 85.4 ) 648 ( 88.8 ) 620 ( 87.4 ) ▲ 4.3 ▲ 1.0

97 ( 13.2 ) 72 ( 9.9 ) 83 ( 11.7 ) 15.3 ▲ 14.4

7 ( 1.0 ) 5 ( 0.7 ) 3 ( 0.4 ) ▲ 40.0 ▲ 57.1

2 ( 0.3 ) 5 ( 0.7 ) 3 ( 0.4 ) ▲ 40.0 50.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

4.3 ▲ 16.1

693 ( 94.5 ) 685 ( 93.8 ) 654 ( 92.2 ) ▲ 4.5 ▲ 5.6

18 ( 2.5 ) 30 ( 4.1 ) 28 ( 3.9 ) ▲ 6.7 55.6

22 ( 3.0 ) 15 ( 2.1 ) 27 ( 3.8 ) 80.0 22.7

733 ( 100.0 ) 730 ( 100.0 ) 709 ( 100.0 ) ▲ 2.9 ▲ 3.3

従業員数合計（人） 3,879 3,123 3,256

従
業
員
数
別

 10人未満

 10人～50人未満

 50人～100人未満

 100人～300人未満

 300人以上

合計

業
種
別

主
因
別

不況型倒産合計

合計

 卸売業

 輸出不振

 売掛金回収難

 不良債権の累積

 大企業の進出

 サービス業

負
債
額
別

合計

資
本
金
別

合計

 1億円以上

 100万円未満

 100万円～1000万円未満

 1000万円～5000万円未満

 5000万円～1億円未満

 1000万円～5000万円未満

2015年5月
- 当月 -

2015年4月
- 前月 -

　会社更生法

2014年5月
- 前年同月 -

倒産分類

 小売業

 運輸・通信業

 建設業

 製造業

 不動産業

　破産

　特別清算

　民事再生法

態
様
別

合計

 その他

 販売不振

合計

 経営者の病気、死亡

 新商品開発の失敗

 設備投資の失敗

 技術、商品開発の遅れ

 新市場開拓の遅れ

 開発途上国の追い上げ

 業界不振

 立地条件の変化

 過小資本

 その他

 企業系列、下請の再編成

 火災、その他の災害

 人材の不足

 労使の対立

 放漫経営

 経営多角化の失敗

 その他の経営計画の失敗

 50億円～100億円未満

 100億円以上

 個人経営

 5000万円～1億円未満

 1億円～5億円未満

 5億円～10億円未満

 10億円～50億円未満
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景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 

□ 景気ＤＩは 45.3、国内景気は上昇基調のなかでまだら模様の状態 

2015 年 5 月の景気ＤＩは 45.3 となり前月と同水準で、景気は横ばいとなった。5 月の国内景

気は、為替レートが一時 1 ドル＝124 円台をつけ、2002 年 12 月以来、約 12 年半ぶりの安値と

なった。円安や企業業績の回復を背景に、日経平均株価は 1988 年以来 27 年 3 カ月ぶりとなる

11 営業日連続の上昇を記録した。大手を中心にベア実施などによる賃金上昇や夏のボーナスへ

の期待が高まっている。また、株高やインバウンド消費もあり『小売』や「旅館・ホテル」「娯

楽サービス」など個人消費関連が上向いてきた。他方、公共工事の発注件数の減少で、中小企

業を中心に再び価格の値下げ競争の兆しがみられ始め、『建設』の景況感が悪化した。国内景

気は、一部業種で景況感が過去最高を記録しているものの、同じ業界内においても景気回復に

は格差がみられ、上昇基調のなかでまだら模様の状態となっている。 

□ 今後は個人消費の回復がけん引役となり、緩やかに改善する見込み 

大手企業が中心だったベアの実施が中小企業へと徐々に広がっているなか、賃金やボーナスの

増加が期待されるほか、9 月にはシルバーウイークによる需要拡大もあり、個人消費は緩やかに

拡大すると見込まれる。建設需要は震災復興のほか、整備新幹線や東京五輪などの大型インフラ

投資が高水準で続くとみられる。また、マイナンバー制度への企業の対応遅れが指摘されるなか、

新たなコスト負担懸念の一方でビジネス機会の拡大も期待される。今後の国内景気は、円安進行

が輸入価格上昇など中小企業の業績に再び悪影響を与えることが懸念されるものの、所得環境の

改善にともなう個人消費の回復がけん引役となり、緩やかに改善すると見込まれる。 

景気動向指数 （景気ＤＩ） 

景気動向指数（景気ＤＩ、帝国データバンク）

当月比 当月比 当月比

2014年5月 46.2 ▲ 0.6 48.7 2.5 50.3 4.1 51.5 5.3

6月 46.5 0.3 48.4 1.9 49.8 3.3 50.2 3.7

7月 46.9 0.4 49.2 2.3 50.4 3.5 51.3 4.4

8月 46.2 ▲ 0.7 47.4 1.2 49.0 2.8 49.6 3.4

9月 45.1 ▲ 1.1 45.5 0.4 46.8 1.7 47.5 2.4

10月 44.1 ▲ 1.0 45.1 1.0 46.4 2.3 45.2 1.1

11月 43.5 ▲ 0.6 44.6 1.1 45.0 1.5 45.8 2.3

12月 43.0 ▲ 0.5 42.6 ▲ 0.4 43.0 0.0 43.3 0.3

2015年1月 43.9 0.9 44.8 0.9 45.4 1.5 45.7 1.8

2月 45.1 1.2 46.8 1.7 47.5 2.4 48.0 2.9

3月 45.8 0.7 47.6 1.8 48.0 2.2 48.2 2.4

4月 45.3 ▲ 0.5 46.4 1.1 46.9 1.6 47.2 1.9

5月 45.3 0.0 46.9 1.6 47.5 2.2 47.9 2.6

出典：6月3日発表、ＴＤＢ景気動向調査2015年5月調査（全国） URL：http://www.tdb-di.com/
　　（ＤＩ は、0～100までの範囲で変化し、50が判断の分かれ目となる。調査開始は2002年5月）

景気ＤＩ

景気予測ＤＩ 

前月比 3カ月後 6カ月後 1年後
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 今後の見通し 

□ 12 年半ぶりの円安水準、懸念される今後の影響 
6 月 2 日の円相場は一時、1 ドル＝125 円台となり、2002 年 12 月以来、約 12 年半ぶりの円安

水準となった。2012 年末から続く円安が、自動車や電機をはじめとする輸出企業の経常利益を押

し上げ、2014 年度決算では上場企業・大手企業で過去最高益を記録する企業が相次いでいる。 

2002 年当時と異なるのは、デフレ下での円安進行ではなく、物価上昇政策がとられているなか

での円安という点だ。2014 年後半からの急激な円安は輸入コスト上昇を引き起こし、その結果、

今春以降、食品・繊維・紙製品などを中心として各種商品の値上げが続いている。もっとも、価

格転嫁を次々と進めているのは大企業であり、中小零細企業が“値上げ”という商品価格改定に

踏み切るのは容易ではない。生活必需品を中心とした値上げは、大手に比べて価格競争力に乏し

い中小企業では減収につながる恐れがあるからだ。しかし、価格転嫁しなければ収益性低下は免

れず、中小零細企業が置かれている立場は一層厳しさを増していると言えよう。 

5 月の「円安関連倒産」は 37 件判明し、17 カ月連続の前年同月比増加となった。だが、倒産

の遅行性を加味すれば、今後数カ月のスパンで企業経営に影響を与えると見られる。今般の円安

によるコスト増や販売減少の影響を受けた倒産は、今秋以降表面化すると見られ、倒産件数増加

要因として注視すべきだろう。 

□ 顕在化する“チャイナリスク” 
LIXIL グループ（東証１部）は、6 月 3 日、中国で衛生陶器等の製造販売を手がける海外子会

社の破産にともない、最大約 662 億円の損失を計上する可能性があると発表した。同子会社には、

不正が疑われる会計処理により巨額の簿外債務が存在していたという。 

これまで、多くの日本企業が低廉な人件費と巨大市場を求めて中国に進出してきたが、ここに

来てその失敗例が目立つようになってきた。4 月 30 日に民事再生法の適用を申請した金属化学

品・合成樹脂商社の江守グループホールディングス（東証 1 部）は、中国子会社での売掛債権回

収難により多額の特別損失を計上し、グループ売上 7 割を占める同国市場からの撤退を余儀なく

されたことが破綻の原因となった。そのほか、中小企業においても中国の提携工場の生産管理体

制が整備されておらず、納品遅れで売上が落ち込んだスポーツシューズ卸売業者、中国企業へ輸

出した商品を巡るトラブルから多額の未収金が発生し、資金繰りが悪化した再生資源卸売業者の

倒産も発生している。 

中国は 2015 年 3 月の全人代において、経済成長率の目標を引き下げ、安定成長としての「新

常態」（ニューノーマル）の概念を掲げたが、中国経済の成長鈍化は明らか。また、人件費が高

騰したことで低賃金という“利”がなくなり、中国から撤退を検討する企業が後を絶たないとい

うのも現実だ。不正会計、生産管理体制の不備に伴う不良品多発・納品遅延、労使紛争などリス

ク要因と相まって“チャイナリスク”をより意識せざるを得ない局面に突入していると言えよう。

□ 変動予測が困難なリスク、倒産件数押し上げ要因に 
2015 年 5 月の企業倒産件数は 709 件となり、前月を 21 件（2.9％）、前年同月を 24 件（3.3％）

それぞれ下回った。負債 100 億円以上の大型倒産は 1 件にとどまり、負債総額は 1191 億 9100 万

円と、2000 年以降最小となった 2014 年 11 月の 1100 億 2300 万円以来の低水準となった。業種、

地域などセクターによってまだら模様ではあるが、倒産件数、負債総額ともに低位に抑えられて

いる。しかし、倒産件数を前年同月比でみると、2013 年末以降は主に 10％台の減少幅で推移し

ていたが、2015 年 5 月は 3.3％と 1 ケタ台に縮まっている。 

5 月は 29 日に口永良部島（鹿児島県）が噴火、翌 30 日には小笠原沖を震源とするマグニチュ

ード 8.1・最大震度 5 強の地震が関東圏中心に発生し、自然の脅威を感じさせる事象が続いた。

箱根町大涌谷周辺（神奈川県）では火山活動長期化による観光業への風評被害を懸念する声が上

がっているなか、5 月 28 日には蔵王山の火山活動の影響による集客減を一因として、セントラル

プロパティマネジメント（旧：紀州鉄道ホテル蔵王）が破産手続き開始決定を受けた。天候変動

や自然災害により倒産に至るケースは少ないとはいえ、影響が長期化する懸念もある。 

金融機関の中小零細企業への支援スタンスに大きな変化はないものの、上述の円安や“チャイ

ナリスク”など中小零細企業にとって変動予測が困難なリスクが依然として見受けられ、その行

方次第では倒産件数が増加に転じる可能性は残されたままだ。 
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倒産件数・負債総額の推移（2000年(平成12年)～2015年(平成27年)）

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 354 338,607 559 838,508 767 713,822 789 1,049,223 749 387,375 691 562,215

2 474 1,081,628 623 962,230 888 1,076,430 889 1,451,530 806 1,020,030 546 703,228

3 617 411,504 679 2,189,204 939 1,878,173 901 1,070,797 871 1,210,995 584 486,921

4 523 824,537 666 897,126 882 1,158,155 907 824,367 772 521,723 605 338,098

5 562 1,517,057 672 864,967 921 1,009,316 931 728,668 755 482,927 614 584,426

6 558 1,711,469 706 577,994 763 581,278 858 782,244 759 341,993 794 439,482

7 577 4,030,041 731 637,707 1,000 1,097,233 918 655,471 765 540,229 675 417,424

8 578 1,258,580 720 587,387 800 985,301 802 1,065,377 695 583,166 754 328,053

9 551 666,688 718 2,838,474 839 698,482 764 1,053,944 718 367,292 671 550,838

10 641 8,216,109 870 915,454 964 1,775,487 874 785,452 726 658,551 825 660,576

11 615 1,083,980 825 1,706,113 829 527,323 684 937,037 694 300,501 708 760,359

12 684 698,807 789 1,407,173 833 626,702 738 391,795 743 867,066 758 354,431

合計 6,734 21,839,007 8,558 14,422,337 10,425 12,127,702 10,055 10,795,905 9,053 7,281,848 8,225 6,186,051

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 730 516,512 842 546,799 888 389,063 1,156 864,398 949 2,587,990 976 249,684

2 777 325,283 818 280,597 935 496,033 1,131 1,197,805 966 427,596 884 391,982

3 848 473,959 916 473,076 1,127 455,934 1,216 1,038,452 1,148 296,383 1,041 291,075

4 795 421,862 817 591,268 1,013 725,441 1,169 507,443 962 254,508 956 263,629

5 731 683,898 1,016 344,387 994 481,073 1,057 511,590 879 304,481 964 235,662

6 744 383,207 985 336,427 1,065 471,920 1,294 474,472 1,085 283,723 1,025 192,826

7 746 354,840 915 306,297 1,131 640,232 1,204 340,516 918 249,357 965 202,885

8 774 360,930 985 835,122 1,018 814,858 1,042 275,344 964 169,233 969 797,581

9 667 339,920 785 465,928 1,122 5,319,794 946 358,029 943 1,370,598 847 192,934

10 889 566,029 1,083 441,669 1,231 979,015 1,070 251,394 960 501,957 906 132,917

11 754 382,348 906 457,604 1,010 541,165 1,000 690,855 935 273,923 971 190,538

12 896 463,009 891 412,554 1,147 596,774 1,021 299,849 949 216,855 865 322,020

合計 9,351 5,271,797 10,959 5,491,728 12,681 11,911,302 13,306 6,810,147 11,658 6,936,604 11,369 3,463,733

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100

2 976 628,980 858 166,250 765 116,543 627 165,283

3 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960 847 224,047

4 884 181,062 906 677,973 858 142,956 730 191,891

5 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083 709 119,191

6 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 824 199,925 726 175,795 647 179,246

合計 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 9,180 1,867,800 3,621 860,512

2004年（平成16年）

2013年（平成25年）2012年（平成24年）

2010年（平成22年）

2000年（平成12年）

2006年（平成18年） 2007年（平成19年）

2014年（平成26年） 2015年（平成27年）

2003年（平成15年）

2008年（平成20年）

2002年（平成14年） 2005年（平成17年）

2011年（平成23年）2009年（平成21年）

2001年（平成13年）



全国企業倒産集計／2015 年 5 月報 

 

 16

倒産集計について 

 

倒産集計の数値は、すべて法的整理のものです。具体的には、任意整理（銀行取引停止、内整理

など）を除外し、会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算による法的整理を対象としています。 

旧集計は、任意整理を含む数値（下図参照）を集計対象としていました。現集計では、過去に集

計した任意整理が法的整理に移行した場合も集計の対象としています。   

 

 

 

 

 

 

現集計 旧集計 

……… 

 

任意整理 

当月 

 

法的整理 

法的整理 

（移行分） 

 

任意整理 
 

任意整理 
法的整理 

（移行分） 

2000 年 1 月

 

法的整理 

 

任意整理 

過去 

 

法的整理 

1999 年 12 月

 

法的整理 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

……… 

集
計
対
象 

任意整理から法的整理への移行が判明した場合、

当該判明した月に集計しています。 
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